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市川市条例第  号 

市川市老人デイサービスセンターの設置及び管理に関する条例等

の一部を改正する条例 

（市川市老人デイサービスセンターの設置及び管理に関する条例の一部改

正） 

第１条 市川市老人デイサービスセンターの設置及び管理に関する条例（平成

５年条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「通所介護、介護予防通所介護等の事業」を「通所介護等の事業

及び第１号通所事業」に改める。 

第４条を次のように改める。 

（利用対象者） 

第４条 センターを利用することができる者は、本市に住所を有する居宅要

介護被保険者等（法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者及び法

第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等をいう。

以下この条及び第６条第１項において同じ。）及びその家族並びに市長が

特に必要と認めた居宅要介護被保険者等及びその家族とする。 



第１１条第２項中「及び第５３条第１項本文」を「の規定による指定を受

け、及び千葉県内の市町村長から法第１１５条の４５の３第１項」に改める。 

（市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成１０

年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３号中「、介護予防通所介護事業」を削り、「及び介護予防認知

症対応型通所介護事業」を「、介護予防認知症対応型通所介護事業及び第１

号通所事業」に改める。 

第１１条第１項第２号中「居宅要介護被保険者等」を「居宅要介護被保険

者」に、「居宅要介護被保険者及び」を「居宅要介護被保険者をいう。以下こ

の条において同じ。）及び居宅要支援被保険者（」に改め、同項第３号中「居

宅要介護被保険者等」を「居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者」に

改め、同条第２項中「及び居宅要介護被保険者等」を「並びに居宅要介護被

保険者及び居宅要支援被保険者」に改め、同条第３項中「有する居宅要介護

被保険者等」の次に「（居宅要介護被保険者及び介護保険法第１１５条の４５

第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等をいう。以下この項及び第 

１７条第１項において同じ。）」を加える。 

第２２条第２項中「及び第５３条第１項本文」を削り、「及び第５４条の

２第１項本文」を「、第５４条の２第１項本文及び第１１５条の４５の３第

１項」に改める。 

（市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例の一部改正） 

第３条 市川市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例（平成２７年条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

第１１条の改正規定中「第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者」

を「第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等」に改

める。 

（市川市急病診療・ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一部改



正） 

第４条 市川市急病診療・ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例（平

成１６年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「通所介護、介護予防通所介護等」を「通所介護等」に改める。 

第３条第６号中「、介護予防通所介護事業」を削り、「及び介護予防認知

症対応型通所介護事業」を「、介護予防認知症対応型通所介護事業及び第１

号通所事業」に改める。 

第４条の表市川市休日急病等歯科診療所の項２中「居宅要介護被保険者等

（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定する居宅要

介護被保険者及び同法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者をいう。

以下同じ。）」を「居宅要介護被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下この表にお

いて同じ。）及び居宅要支援被保険者（同法第５３条第１項に規定する居宅要

支援被保険者をいう。）」に改め、同表市川市大洲デイサービスセンターの項

２中「居宅要支援被保険者」を「居宅要支援被保険者等（介護保険法第    

１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等をいう。以下

この表において同じ。）」に改め、同項３中「居宅要介護被保険者等」の次に

「（居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者等をいう。第２９条及び第 

３１条第１項において同じ。）」を加える。 

第３５条第２項中「及び第５３条第１項本文」を削り、「及び第５４条の

２第１項本文」を「、第５４条の２第１項本文及び第１１５条の４５の３第

１項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年３月１日から施行する。ただし、第３条の規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２８年２月２９日において介護保険法（平成９年法律第１２３号）第



１９条第２項に規定する要支援認定を受けていた被保険者については、当該

要支援認定の有効期間（同法第３３条第１項に規定する有効期間をいう。）の

末日までの間は、第１条の規定による改正後の市川市老人デイサービスセン

ターの設置及び管理に関する条例第１条、第２条の規定による改正後の市川

市保健医療福祉センターの設置及び管理に関する条例第３条第３号並びに第

４条の規定による改正後の市川市急病診療・ふれあいセンターの設置及び管

理に関する条例第１条及び第３条第６号の規定は適用せず、第１条の規定に

よる改正前の市川市老人デイサービスセンターの設置及び管理に関する条例

第１条、第２条の規定による改正前の市川市保健医療福祉センターの設置及

び管理に関する条例第３条第３号並びに第４条の規定による改正前の市川市

急病診療・ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例第１条及び第３条

第６号の規定は、なおその効力を有する。 

 

 



理  由 

 

介護保険法の改正により介護予防サービスのうち介護予防通所介護を介

護予防・日常生活支援総合事業に移行することとされたことに伴い老人デイ

サービスセンターにおいて第１号通所事業を行うことを定めるほか、所要の

改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 


